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1.は じ め に
わが国で労働時間 をめ ぐる意識が問題 として取 り上げ られる ようにな ったのは決 して最近の こ と
ではない。戦後の労働組合 運動の なかで,労 働時間 をめ ぐる問題 は,賃 金 をめ ぐる問題 とと もに重
の
要な問 題の一つであ った。
しか し,実 際 には1947年に労働基 準法 が制定 されて以 来,1988年に同法 が改正 され る までの40
　
年間 に,労 働時間 は欧米主要 各国 との間 に大 きな格差 を生 じて きた。 そ して同 じ40年間で,経 済
力は世界の なかで きわ めて高 い水準 に達 して ことか ら内外か ら とい うよりも,む しろ外圧に よって
日本の長時間労働 に対 しての批 判が高 ま り,労 働 時間短縮の動 ぎが近年 にな って再 び活 発に論議 さ
れ るようにな って ぎた。 そ して政 策的 に も,各 国 との協 調路線 を模索す るなかで,労 働時間短縮問
題が重要な課題 であ るとい う認識 も高 まって きた。 労働基 準法改 正 と前後 し て,閣 議決定 さ れ た
「経済 運営5ケ 年 計画」のな かに も,労 働 時間短縮 の重要性 が うちだ されてい る。それは,「わ が国
の労働時間 は,欧 米 に比べ て年 間200-500時間長 く,生 活 の豊か さを実 感で きない要因の～ つ と
な ってい る。労働時間 の短縮 は,生 活のゆ と りを生 み 出し多様性 に富 んだ創造的 な国民生活 の実 現
や,先 進 国 として よ りふ さわ しい労働条件 の確 保,内 需 の拡大 の観点 か ら,最 も重要な課 題の一つ
くみコ
であ る」 とい った内容 で,そ れ を受 けて1992年には1,800労働時間社 会 をめ ざしてい こ うとす る
方 向が うちだされた。
長時間労働 の代 表的業種で もあ る印刷産 業の1990年にお ける一人 当 り年間総労働時間 は,r毎月
勤労統計調 査』 に よれば2,258時間 で製造 業平均の2,119時間 を大 き く越 える ものであ る。当然,
印刷産業 では,労 働時間短 縮 を求 める声 も強 い。 しか しこれ まで長時間労働 がお こなわれて きた背
景 には,業 界 の特 性 や企業の存立 条件,取 引形態 にかかわ る諸問題 があ った こ とをお さえておかな
ければな らない。労働基準法 が改正 された ものの,全 業種,全 産業 での一斉実現 は困難であ る とい
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うこ とか ら,規 模 ・業態別 に段階 的に労働時間短縮 を進 めてい くこ とにな ったこ と も,そ うした背
:景が あ った といえ る。'
労 働時間短縮 を規模 ・業態別 に段 階的 に進めていか ざ るを得 ない点 に,印 刷産業 におけ る構 造的
な問題が あ るのではないだ ろ うか。労働時間短縮 とい う具休的 な問題が,印 刷産業 において構 造的
問題 と大 き くかかわ りを も6て お り,そ れが中小企業 の存 立条件 から生 じる問題 にあ るとい う認識
を もつ必 要があ る。 そ して,特 に小規模企 業層 を中心 として労働時間に関 しては厳 しい状況 におか
れてい る とい うことの意味 を再確 認 しておかなければな らない。 労働時 間短縮 は,社 会的要請で も
あ り,実 施 の必要性 は誰 もが認め るこ とであ る。そのためには,中 小企業 と りわけ小規 模企業 にお
いて労働 時間短縮 の何が問題 とな ってい るのか を明 らか にす ることが さ1.あた って重要な課題 であ
ると思われ る。 それ を踏 まえて,今 後 の労働 時間短縮へ の取 り組 み方が方向付 け られるの では なか
ろ うか。 それゆえ本稿 では,ま ず現段 階での労働時間短縮の状況 をお さえ,労 働 時間短縮 を阻 んで
い る原因 を明 らかに して,そ の解決の手がか りを見い だ して い くことを口的 とす る。
なお,本 稿 では,1990年に 「東 京都正札 シール印刷協 同糸1'1合」が東京都 と委託 契約 を結 んで実施
くの
した 「東京都労働時 間短縮 普及促 進事業」の 一環 としてお こなわれたア ンケー ト調査 の結果 を資料
として主 に用い る。
2.シ ール印刷業の特徴と労働時間の現状
1990年に おいて 「東京都 正札 シール印刷 協同組 合」加盟企業 は306祉,傘下従業 員数約2,000人
の規 模 を有す る団体 で,全 国連合体 であ る 「全 日本 シール印刷 協同組 合連合会」 のなかで約3割 に
あた る企業が加盟 してい る。 業界の企業規 模構成では,家 族経営 から小規模企業層 を中心 に構成 さ
れて いて きわ めて中小 企業性 の強 い業界であ る。 シール印刷製1託!,は,おもに消費材 の付帯製品 とな
るたあ,受 注産業 の性 格 を もってい る。 それ と同時 に,発 注者の約9割 が同…都 道府県 内の企業 や
ユ ーザーであ ることか ら,そ の地域性 は きわ めて高 い。 そ うした意味 か ら,シ ール印刷業は,中 小
企業性 か ら生 じる問題 を典型 的 に発現す る業種 としてみ るこ とがで きる。
「金 日本 シール印刷協同組合連合会」加盟企業 の1990年平均年間所定労働時 間は2,195時間,「東
京都正札 シール印刷協 同組合」 では2,153時間で,印 刷産業全体 のなか では,い くらか労働時間は
ゆ
短い もの とな ってい るが,そ の長時間労働の ほ どが うかが える。 また,長 時 間労働 との因果関係は
ここで明 らか とす るこ とはで きない が,当 業界の就業者の勤続年数が全休的 に短い こ と,す なわ ち
くの
定着率が低 く,労 働移動が激 しい とい うこ とが特徴 とな ってい る。今H労 働力不足が大 き く取 り上
げ られ るなかで,労 働時間短 縮 を契機 として労働力の確 保 ・定着 を図 ろ うとす る動 きがあ り,当 然
な が ら当業界 もさらに積 極的 に取 り組ん でい くことが予想 される。 そこで これ までの労働時間短縮
一一一 中小 印刷 業の労働時間短縮についての一考祭 一一一47




































































『労働時間 短縮及促進事業レこ関す る調査報 告11990年。
への取 り組 みについてみてい くことにする。
1988年4.月の労働 基準法改正以 降,な ん らかのか たちで労働聴聞 を短縮 した とす る企 業は,全 体
の56.5%に とど まってい る。 それ を企 業規 模別にみ ると,従 業員数4人 以 下の企 業ではわ ずかに
25・0%,5人以上9人 以下の企業 で61.1%,10人以 上29人以下の企業 で68.8%,30人以.Lg9
人以下 の企業 で63・2%,100人以.h299入以下の企業 で50.0%と な ってお り,労 働時 間短縮実
施企業 の割 合が多か ったの は従業 員数10人 以上29人以下 の企業層であ る(表1)。 一一見 す る.と,
ここでは,最 小規模 層 と最大規模 層で実施率が低 く,企 業規模格差 を指摘 す るこ とが で きない よ う
であるが,規 模 の大 きな企業 では,す でに労働基準 法改正以前 に労働 時間 短縮 をお こな ってい る企
業 が多 く,そ の ことを考慮 すれば労働 時間短縮 実施 企業は規模 の大 きな企業 ほ ど多 く,小 規模企 業
では あ ま り進 んでい ない とい うこ とにな る。
さらに労働時間短縮 の具体 的方 法 をみてい くと,よ り企 業規模 格差がは っきりとして くる。労働
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時間短縮 の具体 的方法は,週 休2日 制 の実施,有 給休暇 の増 大,連 続休暇の 普及 とい った休 日の増
加 と,フ レックス タイム制な どに よる労働 時間の短縮 が ある。現状 では,と りわ け週休2日 制 の実
施 に労働時間短縮 推進の ウエ イ トが高 く,'企業規模 に よる実施状況 もかな り異な ってい る(表2)。
表2か らみ られ るよ うに,労 働時間短縮 の具体的方 法 では,週 休2日 制 の導入,拡 大 に よ って労
働時間短縮 をお こな ってい る企業が最 も多 く,次 いで所 定労働時間 の短縮,時 間 外 ・休 日労働の削
減 とな ってい る。 そ こで週休2日 制の実施状 況につい て さらに詳 し くみてみ る。なん らかのか たち
で週 休2日 制 を実施 してい る企業は,全 体 の85.5%と な ってお り,か な.り高 い割合 で導入 されて
い る。 しか しこれ を企 業規模 別 にみ る ど,従 業 員数4人 以下の企業での実施状況は41.7%に とど
まってお り,低 い普及率 であ る。 それに対 して,従 業員数5人 以上 の規模 にな ると総 じて実施 率は
高 く,従 業員数5人 以上9人 以下 で88.9%,10人以上29人 以下 で100%,30入 以 上99人 以下
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で94.7%,100人以.ヒ299人以 下で100%と な ってい る。
ただ し週休2日 制 の実施方 法の 内容 をみる と,完 全週休2日 制 を実施 してい る企業 は,従 業 員数
30人以上99人 以下の規模 で2社 あ るの みで,全 体 としては,月 に2回 実施 してい る企業 が約 半数
にな ってい る。 また,従 業 員数4人 以下の企業 では週休2日 制 を実施 してい る企業 も少な い うえに,
その内容は月1回 あるいは月2回 とす る ものが ほ とん どで,小 規模企業 におけ る週休2日 制 の普及
はかな り遅れてい るよ うであ る(表3)。
所 定労働時間 の短縮 の状況 をみ ると,実 施 企業の割合は全体 で15.4%に とどまってお り,週 休
2日制 の実施 率に比べ てかな り低い もの とな ってい る(表2)。 これについ ては,「す でに法定労働
時間 を下回 ってい るので実施 す る必要 がない」,.あるい は 「猶予期間 中であ るか ら」 と考 えてい る
こ とのほか,今'日の労働 時間短縮の動 きが,所 定 内労働時 間の短縮 か ら週休2日 制,休 日増加 に よ
浮標・跡・挙'.IJ(7)
る ものに ウエ イ トが移 って きたこ とに よる もの と患わ れる。
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しか し,労 働 時間短縮 の ウエ イ トが週 休2日 制等 に変化 して きてい るに もかかわ らず,少 な くと
も今調査 の結果 か らほ,週 休2日 制 の実 施状況 をみ て も企業規模 に よる違 いは 明白であ る。 それは`
労働 時間短 縮推進が小規模 企業ほ ど進 んで いない とい うことで ある。なぜ この よ うな企業 規模格 差
が生 じて くるめか,:その原因 の考察 を次 節 で試み る。
3.労 働時間短縮を阻害す る要因と効果
労働時間短縮 が,中 小 企業,≧ りわ け小規模企業 ほ ど進 んでいな いのはい かな る理 由に よる もの
なのか。労働 時間短縮 をお こな った もの とお こなわなか った ものの理 由を比べ てみ る。従 業 員数5
人以上の企業 では 「従業 員の福利厚生」 と駆 った理 由に よって労働 時間短縮 をお こな ってい るが,
従 業員数4人 以下 の企 業では,労 働時間 短縮 をお こな った企 業 自体少 ない うえ,そ の場 合 も,他 社
の影響が強 い とい う傾 向がみ られる 俵4,5)。












































































酪 数 い 」 ・_[1・1・1・t・1・1・
%1…1・3・ ・1・3・・1・3・・1…1…1…1…1…
回答数t2「 ・i・ 「1・1巨1・ い1・




%i・6・ ・1…1…1…1…1・5.・19・ ・1・ ・ii…
欝}∴ 置 。降 圖 晶 ・k一一,21、俵
　凱 製 。臨li。}串 。騰 。{1。1一一gr一,一一1一一 g,一. 6
集計数1・・ レ .「 ・1[・1・61・1・ 「 ・合計
%F2Ms.,15・・ 「2・・ 巨 ・1…i・ 耳・・ 巨 ・1・ …1…
出 所:表1と 同 じ。
一一一 中小 印刷業の労働時間短縮についての一考察 一一一51


























































回答 数1・ 「 ・1・1・'1・
%1…1・2・ ・i33.,31・3・ ・1・ … 『
















合1言 ■ ・1・1・ ・ 「 「 ・
%1・3・ ・1・ …1・3・ ・1・3・・1・ …
出 所=表1と1司 じ。
労働時間短縮 をお こなわない理 由についてみてみ る と,小 規模層を中心 に 「生産 力が低下 するか
ら」 「親企業 ・関連企 業 との関係」 とい った ことがあげ られてい る。 この ことか ら,特 に小規模 企
業 では,労 働時間短縮 を実施す るか否 かは,親 企業 ・関連企業 との関係 や,他 社の影響 とい った企
業関係 に よって左右 され る。生産性 にかかわ る問題は後 でみ るとして,こ こでは企業間の関係 に よ
る労働 時間短縮の現状 を考察す る。
現 状で の企業間関係(取 引関係)は,中 小企業が労働時間短縮 を進め てい くにあた って,ど ・らら
くの
か とい えぽ障害 とな ることが指摘 され る。 全国中小 企業団体中央会が1988年に お こ な った調査 で
も,労 働時間短縮 を進 めに くい理 由の第1位 は 「取 引先の業務時間 ・顧客 の便宜 を考慮」 するこ と
とな ってお り,中 小企業 の労働時間短縮事業 を進 め る うえで従来 の取 引慣行 がネ ック とな ってい る
こ とが うかが える。
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シール印刷業 におけ る企業間の蘭係 は,受 注 の形態か らみ るこ とが で きる。受注のあ り方 は,間
ゆ
接受注 が約6割,直 接受注が約4割 の受注産業 であ り,下 請的性格 がかな り強 い(図1)。 その結
果,発 注企業 との関係 で,労 働時間短縮 を推進す ることが難 しい。な ぜな ら消費材が多 様化す るに
と もな って,そ こに貼 られ る シール印刷物 も多様化への対応が迫 られ る。・その際発注者 は,消 費材
の短サ イクル化,小 ロ ッ ト化,高 品質化 を背 景に,シ ール印刷業への短納期化 やコス トダ ウン とい
った ニーズをよ り厳 しい もの として要求す る。受注 側 であるシール印刷業者は,経 営 を維 持 するた
めには,そ うした多様化 し,短 期化す る厳 しい ニーズに対応 していか なければな らない。
また近年 は,好 景気 を反映 して人手不足 問題が深 刻 とな ってお り,労 働時間短縮 を進 めてい く過
程 で,仕 事量 を こなすため に 自社 で対応 で きない部分 を外注 に回す とい う行動 を とる企業が増 えて
きてい る。 しか もその場合 の外注は,自 社 よりも規模 の小 さな企業 への下 請け発注 をす るとい うも
のであ る。 ところが人手不足 問題 は,小 規 模企業 ほ ど深刻であ り,下 請企業 では現 存の労働 力 と設
備で対 応す るためには,労 働時間の延長 で対 応 してい かなければな らないのであ る。
そこで企 業間の関係 や顧 客 との関係 か ら発生 す る労 働時間短縮推 進に とっての阻害 要因 を取 り除
いてい くために,「取引先 とのコ ミュニケー シ ・ンを重視 し,労 働時間 の実状 を理解 して も ら うこ






下請企業の 自主性 を尊重 し協 力 してい くことと,個 別 の中小企業では,難 しい問題 ではあ るが集団
　ゆ
的 に労働時間短縮 に取 り組んでい くことが重要 であ るとい うこ とが訴 え られてい る。 ここでい う親
企業 や取 引先 とい うのは,シ ール印刷業 では,間 接発注者 とユーザ ー とい うこ とにな るのであ るが,
それ ら との対 応 を提言 どうりに速 やかに改 善で きるな らば問題はないはず である。 シール印刷 業に
おけ る企業聞の関係 が構 造的に問題 をもってい るために,取 引関係の改 善が進 まないの であ り,そ
の結果,労 働時間短縮 も当然に遅 れ ることにな る。構造 的問題 とは,シ ール印刷業 におけ る小規模
企業 の過 当な競争環境 とい うこ とであ る。'
シール印刷業 は,従 業 員数9人 以 下の企業が7割 強 を占めてお り,小 規模層 を中心 に企業数 も増
ゆ
加 して きてい る。企業規 模の同 じ同業他社 との競争 が長時 間労働 を受容 す る環境 とな ってお り,労
働時間短縮 を阻害 してい るといえ る。 これが労働時間短縮 の障害 とな る要 因の第1点 めで ある。
次 に視点 を変 えて労働時間短縮 の障害 とな る要因 をみ てい ぎだい。事 業主に とっては,企 業経営
において労働時間短縮 の効果 が最大 の関心事 とな ってい る。 そ こで今 回の調査 結果 か ら労働時間短
縮 に よる効果 の有無 をみ ると,労 働 時間短縮 をお こな った企 業の約8割 の企業で効果 が あ った とし
てい る。 そ して効果の あ った理 由 として,「生産力 の向上」,「従 業員の健康の維 持 ・増進」,「従業
員の採用が容 易 とな った」,「出勤 率の向上」 とい う1頂であげ られてい る。
た しか に労働 時間短縮 に よる効果 があ った とす る企業が 多数 を占めてい る ものの,企 業規模 に よ
って受け止 め方が異な ってい る。 従業 員数30人 以上 の規模 の企業では効果 があ った とする もの が
表6労 働 時 間 短 縮 に よ る 効 果
、人 回答釧 ・ 「f1・
以下%166 ・6i・3・・'「 ・・…
1人馴 譲,に蒜 。










回訓 ・21・ 「 ・2
%い ・…i…1・ ・…
酪 釧 ・1・1・
%li・ …1… い ・6.・
合 計1、32i・139
%182・ ・1・8・ ・1・ ・…
出所:表1と 同 じ。
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面答数い1・1・ い い 」 ・
%1;呵 …1・ …L…1…1…
回答数1・/・}・1・ い1・
%1・3・ ・1…133・ ・1・6・ ・1・ …1…
回答数1・tLl・111・t・
%13…ii…13…1i…1i…t・O・ ・
同割 ・1[・ ・ 「4⊥ 」i」 ・
%t・5・Ql…1・6・ ・1・3・・t・5・・1…
酪 数[・1・1・1・1・i・
%i・ …1…1…1・ …1… 」 …
合 計1・ ・ い い1・1・ .一⊥ ・
%1…313・ ・1・5・ ・1・ …1・5・ ・13・ ・
出所:表1と 同 じo
100%と な ってい るが,従 業員数29人 以下の各企業規模 層では逆 に効果がなか った とす る企 業が
あ る。
労働時間短縮 に よる効 果がなか った とする理 由をみ ると・「生産力の低下」,「人件費 の上昇」・「従
業員の収入減 への不満」 があげ られてい る。小規模 な企業ほ どこうしたマ イナ ス効果 が指 摘 され る
点 に注 目す る必要 があ る(表6,7,8)。
そ こで,事 業主の側か ら労働時間短縮 の効果.をみ ると,労 働時間短縮 をお こな った企業 の約8割
の企業 で効果があ った とし,効 果 のあ った理 由 として,「生産 力の向上」,「従業 員の健康 の維 持 ・
増進」,「従 業 員の採 用が容易 とな った」,「出勤 率の向上」 とい う順 であげ られてい る。 これに似 た
調 査結果 はい くつか 出さ.れてお り・ そ こではやは り労働時間短縮 が生産性 を向上 させ るとい う報 告
ゆ
が なされてい る。 これ らの ことをまとめてみ ると,生 産性 の向上の契機 とな るのは,と りわけ従業
員の意識の変化 に よって生産性が向上 す るとい う結論 にな るのであ るが,従 業員に とって生産性 を
向上 させる とい うことは何 を意味 す るの か をみておかなければな らない。 つ まり,従 業 員の モラー
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略 数1・1・ 「『・「 ・1・
%10・olO・OlO・01100・OlO・O
国劇 ・1・1・1・1・









%142・gl而1・3・ ・ 巨 …1・.・
出所:表1と 同 じ。
ルの高揚 がみ られ,出 勤率 が上昇 す ることで生産性が高 まるとい うわ けであ るが,従 業 員 にとって
みれば 「今 の仕事・あ るい はそれ以上 の仕事 を今 まで以下の時間 でお こな う」 とい うことにな り,
実 質的には従 業員の労働力支 出の増大 であ り,労 働強化 に よる生滝性 の向上 とい うことにな る。
そ して小規模企業 では,意 識 の変化 に よって効果 を もた らす従業員 その ものが少 ないため生産性
への影響 が大 き く現 れず,む しろ 「人件 費の増大」 とい うか たちで事業主 に とっての負担 として現
れ る。それゆえ労働 時間短縮 に よる生産性 の向上 も,全 ての企業 に当ては まるわ けではな く,企 業
規模 に よる格 差が生 じて くるこ とは避け る ことはで きない。 これが労働時間短縮の障害 となる第2
点めであ る。
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4.労 働時間短縮に向けての事業主と従業員の意識
上記の ように,労 働時間短縮 にあた っては,企 業間の関 係 と生産性 をめ ぐって中小企業 のなか で
も小規 模企業ほ ど困難な状況 におかれてい るわけで あるが,事 業主,従 業員が労働時間短縮 に対 し
て どの よ うな意識 を もってい るのかみてお く。 まず現時点 での労働 時間 と休 日日数 について,事 業
主,従 業員双方 の意識 をみる。労働 時間の長 さについ て 「どち らと もい えない」 とす る ものが事 業
主 ・従 業員 ともに最 も多 く.なってい るが,「長い」,「や や長 い」 と考 えて いる ものは,特 に,従 業
員の側 で過半数 を越 えてい る(表9,10)。さらに休 日日数 につ いては,「少ない」,「やや少 ない」
とす る ものが事業主,従 業 員 ともかな り多い。 従 業員の年齢別 意識 か ら も,中 堅層 を中心 に,「労
働 時間が長い」,「休 日が少 ない」 な どの不満 を もってい る ものが多 く,こ の こ とか らみて,当 組合
においては,事 業主,従 業 員双方 と もに労働時間短縮 へ向けての潜在的意識が かな り高 い(表11,
12)。
次 に具体的な労働時間短縮の方法 として,事 業 主,従 業員が求 めてい るあ り方は,双 方 と もに




や や 長 い
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「週休2日 制の導入 ・拡大」 を具体的方法 としてあげてい るものが圧倒的 に多 くな ってい る。 つい
で τ所 定労働時間 の短縮」,「夏季 ・年末 ・年始等の連続 休暇 の導入 ・拡大」 とな ってい る。
この ように休 日の増大 への意識が高い のぽ,自 由時間 の過 ご し方 に対す る意識調査か らみて も,
1日の うちで比較 的長い時間 を利用 して何か をお こな うととへの要求が強 い こ:とか らもうか がえ る。
舳 時間の過ごし方については諾 年層紳 心に 「友人'欄 との鷲 」や 「旅そテ」をあげるもの
が多 く,中 堅層では,「家族 との団 らん」 や 「健康 ・体力の維持 増進」 をあげ る傾向 とな ってい る。
所定 労働時間 を短縮 す るよ りも～ 休 日を増 やすこ とを求 めてい る理 由は,所 定労働時間 を短縮 した
として も・1日 のISかで占 める余暇 ・自由時間 の割合は それほ ど拡大す るわ けではな く・有効 に使
うこ どが難 しい とい う判断 に よる もの と思わ れる。従 業員に とっては軋 む しろ まとまった休 日や,
連続休暇 を増大 した方 が 自由かつ有効 に時間 を使え るとい うことであ る。 これは前 でふれた ように,
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縮 か ら週休2日 制,休 日増加 に象徴 され る ものヘ シフ トして きた ことを意味 する ものであ り,そ う
した形態 の労働時間短縮 への潜在的 意識の高 さを うか が うことがで きる。
しか し,潜 在的意識 が高いに もかかわ らず,小 規模企 業にな るほ ど労働時間短縮 が進ん でいない
のは,前 でみた よ うに企 業間 の関係 と生 産性 にかかわ る小規 模企業のデ メ リッ トで あ ったが,'さら
に ここで問題 とな るのは,労 働時間短縮 の障害 とな る3つ めの要 因であ る労働時 間短縮 と賃金(収
入)の 関係であ ろ う。 当然なが ら,「労働時 間短縮は賃金の バ ランスを図 りなが ら」 お こな って い
くことが肝要であ る とす る意見が多いの であるが,ど ららが優先 されるべ きかにつ い て は,「賃金
(収入)を 優先」 と考 えてい る ものが,「労働時 間短縮 を優 先」 とす る もの を上回 っている(表13,
14)。事業主 に とって現状の ままでの労働時間短縮 は,実 質的 な賃上げであ り,賃 上げ をお こな わ
ないで労働時間短縮 を進 めるこ とにつ いて事業主 の意識 としては,従 業員離れ を引 き起 こすの では
ないか との不安 をもってい ると思われ る。 また従業員 に とって も賃上 げが保障 されずに労働 時間短
縮が推進 され ることに対 して,賃 金 が減少 す るのではないか とい った不安があ る と思わ れ る。
この ように事業主,従 業員双方 で労働時 間短縮 が賃金の問題 とかかわ?て 大 きな不安材料 とな っ
てい るの は,次 の ような背景 に よる もの と思わ れる。 つ ま り,中 小 印刷 業にかかわ る従業員 の生活
維持が所 定外労働時間 に よって保 た れてい るとい .うことと,小 規 模企業 の事 業主の性 格に よる問題
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要 な部 分 を占めてい るか らであ る。 印刷作業 にかかわ る従業 員の賃金 に占める所定外 労働手 当の劉
　
合 は,年 齢(勤 続年 数)や 性別 な どに よって異な る ものの,高 い割合 とな ってい る。所定外労働 は,
従 業員の生活維持 に とって必要な収入源 とな っている。 くわえて シール印刷業の従業 員は,前 に も
ふ れた ように総 じて勤 続年数 が短 か く,労 働移 動率が高い。人手不足問題 も深刻ななかで従 業員の
定 着 をは か っていかなけ ればな らないのであ り,賃 金の保障(生 活維持 の保障)と 労働 時間 の短縮
をあわ せて克服 しなけ ればな らない とい う難 しさがあ る。
そ して事 業主の側 か ら生 まれて くる問題 は,企 業規模 に よって事 業主の性格 が異な る とい うこ と
であ る。な ぜな ら中小企業の存立形態は 多元的 であ り,そ の事業 主の性格 も多様で あ って,そ の場
合,小 規 模企業,小 零細企業(企 業 と呼べな い経営 も含 む)と い うように,企 業 規模が小 さ くな れ
ばな るほ ど,事 業主 の労働者的性 格 と家族経営的性格 を強 めてい く。それに よって労働時間 と賃金
の概念 は,そ れぞれ企業 規模が小 さくな る.ほど不 明確 とな り,事 業 主に とっては,所 得 と家 計収入
お
が未分化 であ る とい うこ とが,労 働時 間の基準 も確 立 し得 ない ようにな る。そのため,小 規 模に な
ればな るほ ど事業主の労働 時間 と賃金(収 入)の 関係 は,区 分 が曖 昧 とな り,よ り生活維 持 目的 が
色濃 くな ってい く。結果的 に小規模企 業 にな るほ ど事業主 と従業 員の労働1寺間短縮 への意識が,生
活維持 をめ ぐって慎重 にな らざ るを得な くな って くるばか りでな く,長 時間労働 を受容 する背景 と.
な るの であ る。
5.お わ り に
この ようにみて くる と,シ ール印刷 業での労働時間短縮 の障害 となるの は,ω 業界の特性 が受
注産 業であ る とい う存 立条件での受動性が,小 規模企業 の過当競 争の もとで より激:化している とい
うこ とと,(2)業界の企業規模構成 が小規模企 業の圧倒 的多数の うえに成 り立 ってい る とい う前 提
の も乏 で,生 産性 の向上が,特 に小規模企業 では,個 々の従 業員の労働 力支 出の増大 に よらな けれ
ばな らない とい うこと,そ して(3)小規模企業の事業 主が生活維持 のために長時間労働 を受容 せざ
るを得 ない とい う3つ の点 にあ る。
印刷産 業は,1993年度(平 成5年 度)ま でに年間所定 労働 時間 を1,950時間以下 にするこ とを目
標 と してお り,「東京都正札 シール印刷 協同組合 」 では,段 階 的に取 り組んでい くこ ととな ってい
る。 当組合 にお い て は1991年4月1日 か ら1993年3」131日までは従業員数100人以下の企 業 で
週46時 間,従 業 員数101人か ら300人以下の企業で週44時 間,従 業員数301人以上の企業で も同
じく週44時 間の体制が認 め られている。 そ して1993年4刀1日 以 降,企 業規模にかかわ らず週40
時間 体制へ移行 しなければな らない。 この限 られた猶予措置期間 において,そ の 目標 達成 のために
は,時 間短縮 の努 力 とあわ せて労働時間短縮 の障害 とな る3つ の点 を克服 してい く必要があ る。 そ
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れがな ければ,事 業 主,従 業 員に'とって,よ り厳'しい経営 と労働 条件が予 想 され る。3つ の障害 を
克服 するこ とは個 々の企 業努力 も当然必要 であ るが,そ れ以上 に困難な点 も多い。 それゆえ,協 同
組合 とい う力の結果 を必要 とされ よう。.組合 のなかで労働時 間に関わ る労働条件の明確な基準 を設
け,組 合加 盟企業 がそれ を守 ってい くとい うことで過当な競 争環境 を規制 してい く必要 がは じめ に
考 え られる。 そして取 引条件 を組合全体 で見 直 しなが ら,改 善 を図 っていかなければ ならない。労
働時間短縮 とい う一つの 目標 を達成 す るにあた って も,結 果的 には構造的な,そ して 中小企業 であ
るがゆえの諸 問題が浮 ぎ彫 りとな って くる。 それゆえ労働 時間短縮 の推進にあた って も,総 合的 に
問題 を把握 して方 向性 を見 いだ していかな ければな らない。今 回は シール印刷業 を事例 としたが,
こうした問題 は,さ らに もっ と広い籟 囲で多 くの業 種に も当てはめて考 える ことがで きるの では な
いか と思われ る。 それ らの 考察は今 後の課題 としたい。
注(1)1951年,わが国がILOに 再加盟 したことに よって,労 働時間短縮 に向けての巷議 も高 まる こととな り,
1962年のILOの 総 会におけ る労働時間短縮に関する勧告(第116号)は,そ の意識 をさらに高める背崇
とな った。
(2)1986年の製造業生産労働者の年 間総実労働時間 を主要 国で比較す ると,日 本が2,100時間台,ア メリカ,
イギ りスで ユ,900時間 台,フ ランス,旧 西 ドイツで1,600時間 台 とな ってお り,欧 米主要国に比べ て 日本 .
の労働時間は,200から500時間 ほ ど長い もの とな っている。 資料:EC各 国 資料,労 働省労働基準局賃
金時間部労働時間課推計,1986年。
(3)経済 企画庁編 『世界 とともに生きる 日本 一 経済運営5ケ 年計画』1988年。
(4)東京都 正札 シール印刷 協同組 合 『労働時間短縮及促進事業 に関す る調査』1990年。 この報告は同組合 よ
り筆者が委託 され,報 告書の作成をお こな った。な おア ンケー ト調 査票は,306社に発送 し,69社の回答
を得・,回収率 は22.5%で あ る。従 業員意識調査 では傘下従業員2,000人に発送 し回収数は934人,回収
率は46.7%で あ った。 回答 企業69祉 の企業規模構成 は,従 業 員数4人 以下 が12社,従 業 員数5人 以
上9人 以下が18社,従 業員数10人 以」二29人以下が16社,従 業員数30人以上99人 以下が19社,従 業
員数100人以上299人以下が41社で,そ の うち労働組合のあ る企業 は,従 業 員数100人以1299人以下 の
企業 で1社 のみである。
(6)全日本 シール印刷協同組合連合会 『シール印刷業実態調査報告書』1991年,および 『毎月勤労 統計調
査』1990年より。
⑥ 福島久一 「シール印刷業 にお ける従業員 の労働 と生活意識調査」東京都正札 シール印刷協同組 合r経 営
者の意識』1991年,120,121ページ。 当業界の従業員では,勤 続年数8年 以下 の ものが65%を 占めて
いるほか,転 職画数が何 回かあ る ものが多 くな っていることな どが指摘 されている。
(7)松島静雄,犬 塚 先 「小零細企業 の労働時間」r社会科学紀要』1975年,45ペー ジ。
週休2ロ 制に象徴 され る労働 時間短縮は,戦 後 の労働時間短縮 の動 きのなかで第3期 に位置づけ られて
いる。
(8)全国 中小企業団体 中央会r中 小企 業労働事情実態調 査』1988年7,月。
(9)全日本 シール印刷 協同組合連合会 『シール印刷業の経営戦略化 ビジ ョン』1988年,13ペー ジ。
⑩ 山 田卓司 「中小企業 における労働 時間短縮の課題」『商工指導』No.444,1991年,53ページ。
(11)労働省編r労 働時間短縮に関する提言一 労働時間短縮政策会報告』1991年。
⑫ 前掲 『シール印刷業の経営戦略 ビジ ョン』,11,15ペー ジ。
⑬ 労働時間短縮 に よって生産性が 向上す るとい う報告 と しては,労 働省の委託調査に よる 日本能率協会総
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合研究所 『労働 時間短縮 と生産性 向上等に及ぼす影響 に関する調査研究』(1991年)や,経済企画庁総合
計画馬絹 『1,800労働暗闘社会の創造』(1989年)などが ある。
ω 東京都印刷工業組合,労 務 ・環境委員会r第30次 総合賃金調査結果報告書』1991年2月。
㈲ 松島静雄,犬 塚 先,前 掲論文,45ページ。 ここでは,所 得は,経 営 者に とって利潤 として区別 されな
い家計収 入であ ると説明 されてい る。
(1991年10月30日脱 稿)
追 記
小稿は,1991年10月末 に脱稿 し,1992年3月現在校 正 をお こなているが ,そ の間,例 えば政
府 に よる 「時短 促進法」(仮称)の 国会 への上程 の動 きや,1992年春闘におけ る労使の発言な ど,
栄働 時間短縮 を.めく1るさまざ まな発言 や硲究 な どが,各 方面 か ら出 されてい る。
これ らの点に ついては後 日機 をみて と りあげ たい。
